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Tax Analysis 
 

不確実性の中のチャンス—— 
OECD/G20税源浸食と利益移
転（BEPS）行動計画及びグロー
バル税制改正 2.0に関する第 7回
の年度グローバル調査 
 
絶え間なく続く国際課税ルールの変化を踏まえ、デロイトは 2020年度に BEPSに関する
グローバル調査を実施した。これは大型多国籍企業の戦略策定への知見の提供を目的と
している。 
 
当該調査を通じて、メディア、政治分野及び社会団体の租税に対する注目が向上したこと
による企業への影響に関する多国籍企業の税務リーダーの取り組み・対応を考察した。ま
た、税源浸食と利益移転の包括的枠組み（OECD/G20包括的枠組み）に対応する
ため、OECD/G20が公布した第一の柱と第二の柱に関する報告書により生じた影響、及
びグローバル税制構造の変化に伴うチャンスに対する多国籍企業の対応について調査し
た。 
 
本 Tax Analysisは、グローバル税制改正 2.0シリーズの一つとして、今回のグローバル調
査における主な発見事項（大きなグローバル税制改正に直面する際の多国籍企業リーダ
ーの判断と行動、及び私どもの観察と展望を含む）を共有させて頂く。 
 
調査の対象範囲 
 
デロイトが 2020年に実施した BEPSに関する第 7回の年度グローバル調査には、38 ヶ
国 296名の多国籍企業の税務リーダーが参加した。そこでは BEPS分野及び新たなグロ
ーバル税制改正における多国籍企業の税務リーダーの経験（関連対応措置の実施により
企業内で生じた影響及びその後の進展を含む）に関するアンケート調査が行われた。 
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デロイトの考察 

 
世界経済の衰退への対応について、政策策定者は自国経済の回復期を迎える際に、数
多くの分野において政策の取捨選択を行うことが予想される。新型コロナウイルスの世界的
な流行の後、世界各国では税収増加による歳入拡大の需要が発生し、各国政府は今ま
で以上に税源確保への取り組みを強化することが想定される。それに伴い、租税分野への
多国籍企業の注目度は上昇し続けると考えられる。 
 
税務リーダーの思索−主要な発見事項 
 
私どもの調査によれば、BEPS行動計画に関する政策及び措置は続々と発効し始め、複
数の国・地域において、それに対応するための国内法改正が実施されている。2021年には
BEPS行動計画及びその他の税制改正による永続的な影響について、鮮明に認識され
ることが想定される。 
 
税務管理−取締役会の最も重要な議題の一つ 
 
調査参加者の 71％は、メディア報道、政治分野及び社会団体の企業税務への注目に
関心を持っている。企業の税務戦略策定への意思決定者の関与度は、過去数年におい
て高水準を維持している。 

税務分野における企業に対する租税管理と税務調査の増加に対応するために、調査参
加者のうち 60％の所属企業は、既に追加の対応措置及びプロセスを制定し実施してい
る。 

ホットトピック−経済のデジタル化に伴う租税面の課題 
 
調査参加者のうち 44%は、経済のデジタル化に伴う租税面の課題について世界的な合
意に達し、変革をもたらすることを期待している。 

調査参加者のうち 31%は、OECD/G20包括的枠組みにおける第一の柱/第二の柱に関
する検討及びコンサルティングに一貫して積極的に関与している。 

調査参加者の半分以上（62%）は、OECD/G20 包括的枠組みによる第一の柱/第二
の柱の影響による自身の所属企業の税負担の増加を懸念している。 
 
越境業務提携に改善の余地 
 
「多くの税務当局が「OECD移転価格ガイドライン」の変化について一致する見解を持って
いる」と考えているのは、調査参加者の 23%と僅かである。 

調査参加者の 57%は、主要目的テスト（PPT）に対する税務当局の指導不足が世界
的な範囲で発生していることに懸念を示した。 
 
BEPSによる変化への対応−企業の資源確保のための活動の遅滞 
 
世界的に前例のない租税ルールの変革が実施される中で、調査参加者のうち僅か 32%の
所属企業はその税務部門により多くの資源の投入または従業員の配置（または配置予
定）を実施した。 

また、調査参加者の僅か 1/4（24%）が、BEPSによる変化に対応するために、税務部
門の一部機能の共有または外部委託を実施中、若しくは実施する予定である。 

税務関係のテクノロジー分野への投資は更に加速している傾向にある。調査参加者の
47%は BEPSによる変化に対応するため、税務関係のテクノロジー分野への更なる投資を
実施した。 
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海外における事業展開・投資に関して安定した成⻑を遂げている中国企業が増えている。中国国内企業のうち、中国資本の多国籍企業
へと成⻑を遂げた企業は少なからず存在している。企業の管理者層（税務リーダーを含む）は、多国籍企業に成⻑した後のクロスボーダー
税務管理に関する新たな挑戦に直面している。デロイトは、多くの多国籍企業の管理者に対する調査研究を通じて、多国籍企業の税務
管理者と戦略政策者の最も関心の高い分野を整理した。多くの多国籍企業（中国資本の多国籍企業を含む）の税務リーダーの意思
決定に参考となる情報を提供している。 
 
BEPS行動計画と国際的な税制改正による変化に伴い、大多数の多国籍企業の税務リーダーは企業税務管理の重要性を認識し、外
部環境の変化に留意している。企業内部の税務管理の面で、一部の分野では依然として資源の不足と行動進捗の停滞の問題（例：
税務部門の人員不足・外部専門機構の利用不足など）が存在している。外部環境の面で、越境の業務提携に改善の余地があると考
えられる（例：政策の変化に対する理解の統一の未達成・経済のデジタル化に係る課税ルールに対するグローバルなコンセンサスの未達成
など）。 
 
世界的な関税紛争と貿易紛争、及び新型コロナウイルス感染拡大による経済への悪影響により、多くの国・地域が財政難に直面している。
そのような状況下で、税収増加による歳入拡大の需要への対応、及び企業の経営難を緩和するための租税優遇措置の公布が実施され
ている。様々な要因による影響と後押しを受け、BEPS行動計画の実施はより一層深化し、国際的な税制改正が新しい形態と特徴を
有することが予想される。多国籍企業の税務リーダーは、より多くの挑戦とより厳しい要求に直面し、企業の税務部門の重要性はより一層
浮彫りになっている。多国籍企業にとって、政策の動向を正確に把握し、経営戦略を迅速に調整することが非常に重要である。 
 
将来への展望 
 
新型コロナウイルスの感染拡大は様々な業界に影響を及ぼし、BEPSによる変化への企業の対応措置も影響を受けている。政策制定者
の感染拡大による財政面の挑戦への対応方法、将来の数ヶ月・数年の間に新型コロナウイルス感染症が BEPS行動計画に及ぼす影響
について、引き続き観察が必要となる。より詳しい情報をご希望の場合には、デロイトの「Global Tax System Reshaping 2.0 Series」を
参照のこと。 
 
デロイトは「Global Tax System Reshaping 2.0 Series」を通じて、グローバル税制の重大な変革に関する最新情報、及び多国籍企業
への潜在的な影響に関する分析を提供しております。より詳しい情報をご希望の場合には、お気軽にご連絡ください。 
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